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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】
　

回次
第10期
第１四半期
累計(会計)期間

第９期

会計期間
自平成21年４月１日
至平成21年６月30日

自平成20年４月１日
至平成21年３月31日

売上高（千円） 720,589 2,159,556

経常利益（千円） 130,292 355,761

四半期（当期）純利益（千円） 75,198 195,300

持分法を適用した場合の投資利益（千円） － －

資本金（千円） 378,712 124,700

発行済株式総数（株） 1,053,000 927,500

純資産額（千円） 1,253,450 670,220

総資産額（千円） 1,614,274 1,141,807

１株当たり純資産額（円） 1,190.35 722.61

１株当たり四半期（当期）純利益金額（円） 72.14 210.57

潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額（円） 63.03 －

１株当たり配当額（円） － －

自己資本比率（％） 77.6 58.7

営業活動による

キャッシュ・フロー（千円）
△83,883 44,402

投資活動による

キャッシュ・フロー（千円）
△32,226 △109,677

財務活動による

キャッシュ・フロー（千円）
503,946 －

現金及び現金同等物の四半期末（期末）残高（千円） 697,556 309,720

従業員数（人） 77 69

　（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりませんので、連結会計年度にかかる主要な経営指標等の推移につ

いては記載しておりません。

　　　　２．当社は、第９期第１四半期累計（会計）期間においては四半期財務諸表を作成しておりませんので、第９期第１

四半期累計（会計）期間にかかる主要な経営指標等の推移については記載しておりません。

　　　　３．第９期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、新株引受権及び新株予約権の残高はあります

が、当社株式は非上場であったため期中平均株価が把握できませんので記載しておりません。　

　　　　４．売上高には、消費税等は含まれておりません。 
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２【事業の内容】

　当第１四半期会計期間において、当社が営む事業の内容について、重要な変更はありません。   

 

３【関係会社の状況】

  該当事項はありません。 

 

４【従業員の状況】

提出会社の状況

 平成21年６月30日現在

従業員数（人） 77 (16)

　（注）従業員数は就業人員（当社外から当社への出向者を含む）であり、臨時雇用者数（パートタイマーを含む）は、

        当第１四半期会計期間の平均人員を（　）外数で記載しております。
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第２【事業の状況】

１【生産、受注及び販売の状況】

(1) 生産実績

　　　　当社は、生産実績を定義することが困難であるため、生産実績の記載はしておりません。

(2) 受注状況

　　　　当社は、受注生産を行っておりませんので、受注実績の記載はしておりません。

(3) 販売実績

当第１四半期会計期間の販売実績を、ビジネス別に示すと次のとおりであります。なお、平成21年３月期第１四半

期累計（会計）期間においては四半期財務諸表を作成しておりませんので、前年同四半期との比較は行っておりま

せん。

事業部門

当第１四半期会計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年６月30日）

金額（千円）

メディアビジネス 509,086

コンテンツビジネス 211,502

合計 720,589

（注）１．当第１四半期会計期間の主な相手先別の販売実績及び当該販売実績に対する割合は次のとおりであります。

　　　　　なお、ＫＤＤＩ株式会社及び株式会社エヌ・ティ・ティ・ドコモに対する販売実績は、各通信事業者の情報料回収代

行サービスを利用して、一般ユーザーに有料情報サービスを提供するものが含まれております。

相手先

当第１四半期会計期間
（自　平成21年４月１日
    至　平成21年６月30日）
金額（千円） 割合（％）

ＫＤＤＩ株式会社 559,378 77.6

株式会社エヌ・ティ・ティ・ドコモ 139,317 19.3

２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。　　

　

２【事業等のリスク】

　　　当第１四半期会計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。

　　　また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。　

　

３【経営上の重要な契約等】

  当第１四半期会計期間において、経営上の重要な契約等の決定または締結等はありません。 

 

４【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　文中の将来に関する事項は、本書提出日現在において当社が判断したものであります。また、当社は、平成21年３月期

第１四半期累計（会計）期間においては四半期財務諸表を作成しておりませんので、前年同四半期との対比は記載し

ておりません。　

　

（1）業績の状況

　当第１四半期会計期間における国内経済は、米国に端を発した金融危機の影響による景気の悪化に製造業等の一

部で在庫調整が進み底打ちの兆しがあるものの、個人消費の本格的な回復には至っておらず、景気への懸念は依然

として払拭されておりません。

　当社を取り巻く国内携帯電話関連市場においては、国内携帯電話加入契約数、第３世代移動通信サービス（３Ｇ）

対応の携帯電話契約数ともに増加しているものの、加入者の純増数は対前年比で減少する傾向が続いております

（注１）。

　前事業年度に引き続き、通信事業者間では、国内での携帯電話の販売数が減少し加入契約数が伸び悩む中で、他社

との差別化を図るべく、新しいサービス及び新しいコンテンツの提供、新機能端末や高機能端末の開発・発売及び

様々な低料金・割引プランの導入等各社各様に特色を打ち出した施策を展開し競争が続いております。

　そのような状況の中で、次世代の高速移動通信サービスの開始が各通信事業者において2010年以降に予定されて

いること、また、音楽配信、映像配信、電子書籍等のデジタルコンテンツ関連市場の成長が続いており（注２）、モバ

イルインターネットや携帯電話を利用したサービスを取り巻く環境として、今後さらに音楽や映像等のデジタルコ

ンテンツの流通量が増えることや、流通経路が多様化することが予想されます。

EDINET提出書類

株式会社ソケッツ(E22461)

四半期報告書

 4/30



  　  　（注１）社団法人電気通信事業者協会のデータに拠っております。

　 　 　（注２）総務省の発表に拠っております。

　 

　このような市場環境の中で、当第１四半期会計期間のメディアビジネスにおきましては、前事業年度より引き続

き、音楽検索を始めとした音楽・映像・書籍・ゲーム関連の専門検索サービス及び関連アプリケーションやデータ

ベースの開発に注力してまいりました。ＫＤＤＩ株式会社を主とした通信事業者等との音楽・映像等関連の開発、

運用・保守事業が収益に貢献し、また、音楽・映像等関連サービスの拡大に伴いライセンス・広告収入の増加があ

りました。特に、書籍関連事業が収益に貢献したことにより、売上高は順調に拡大いたしました。当第１四半期会計

期間のメディアビジネスの売上高は、509,086千円となりました。なお、当第１四半期会計期間において、株式会社エ

ヌ・ティ・ティ・ドコモにおける専門検索サービスであるコミック検索サービスが開始されております。

　当第１四半期会計期間のコンテンツビジネスでは、メールサービスである「デコガール」の月額有料会員サービ

スに加え、同サービス内での電子書籍販売及び前事業年度後半にサービスインした、「デコガール」に関連した新

しいサービス（「占い」や「クッキング」等「デコガール」のメインターゲットである若年層の女性ユーザー向

けの情報提供等サービス）の収益があり、当第１四半期会計期間のコンテンツビジネスの売上高は、211,502千円と

なりました。

　販売費及び一般管理費においては、業容の拡大に対応する経営管理体制の強化を積極的に進めたことにより、　

150,341千円となりました。

　これらの事業活動の結果、当第１四半期会計期間の売上高は720,589千円となりました。損益面につきましては、営

業利益及び経常利益は130,292千円、四半期純利益は75,198千円となりました。

　

（2）財政状態の分析

　当第１四半期会計期間末における総資産は、1,614,274千円（前事業年度末比472,467千円増加）となりました。流

動資産につきましては、1,378,857千円（同450,875千円増加）となりました。増減の主な要因としましては、平成21

年４月２日の東京証券取引所マザーズへ上場した際の公募増資等に伴う「現金及び預金」の増加(同387,836千円

)、書籍関連案件の売上計上に伴う売掛金の増加（同144,992千円）があったことによります。固定資産につきまし

ては、自社サービス用ソフトウェア開発の進捗により無形固定資産が増加したことで、235,416千円（同21,591千円

増加）となりました。

  負債は、360,823千円（同110,762千円減少）となりました。増減の主な要因としましては、前事業年度に係る法人

税等の納付による未払法人税等の減少（同60,436千円）、役員及び従業員への賞与の支給による賞与引当金及び役

員賞与引当金の減少（同42,720千円）があったことによります。

  以上の結果、純資産は、当第１四半期会計期間における公募増資の実施と四半期純利益の計上により、1,253,450

千円（同583,230千円増加）となり、自己資本比率は、前事業年度末の58.7％から77.6％となりました。

　

（3）キャッシュ・フローの状況

  当第１四半期会計期間末における現金及び現金同等物（以下「資金」という）は、前事業年度末に比べ387,836　

千円増加し、697,556千円となりました。

  当第１四半期会計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。

　（営業活動によるキャッシュ・フロー）

　営業活動の結果使用した資金は、83,883千円となりました。主な収入要因としては、税引前四半期純利益　　　　　　

130,292千円、減価償却費16,419千円の計上及び大型案件の売上計上に伴うたな卸資産（仕掛品）の減少53,376千

円がありました。一方で、主な支出要因としては、法人税等の支払額96,412千円、売掛金の増加144,992千円、賞与引

当金及び役員賞与引当金の減少42,720千円がありました。

　（投資活動によるキャッシュ・フロー）

　投資活動の結果使用した資金は、32,226千円となりました。主な支出要因は、自社サービス用ソフトウェアの　開発

に係る無形固定資産の取得によるものであります。

　（財務活動によるキャッシュ・フロー）

　財務活動の結果獲得した資金は、503,946千円となりました。これは、平成21年４月２日の東京証券取引所マザ　ー

ズへ上場した際の公募増資等に伴うもの（オーバーアロットメント分を含む）であります。

　

（4）事業上及び財務上の対処すべき課題

  当第１四半期会計期間において、当社が対処すべき課題について重要な変更はありません。

 

（5）研究開発活動 

  当第１四半期会計期間における研究開発活動の金額は、4,831千円であります。

  なお、当第１四半期会計期間において、当社の研究開発活動の状況に重要な変更はありません。 

　

（6）経営戦略の現状と見通し
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　携帯電話関連業界及びインターネット業界は、無線網の通信速度の高速化、通信料の定額化、プラットフォームの

オープン化が進んでおります。

  そのような環境の中で、当社が事業コンセプトに基づき進めている専門（ジャンル）検索サービスや女性向けを

はじめとしたライフスタイルサポートサービスを利用するユーザーを増やし、顧客満足度を向上させていくため

に、それらのサービスを実現するＭＳＤＢ（メディアサービスデータベース）を通じて、サービスの幅を検索サー

ビスからレコメンド情報の提供サービス、ＥＣ（電子商取引）、放送及び広告サービス等に広げていくことや、無線

インターネットの発展に合わせ、サービス提供対象端末を携帯電話からゲーム機やデジタル家電、自動車車載端末

等に広げていくことは重要な経営戦略となります。

　これらの事業活動を通じ、当社の提供する各種サービスの利用をより多くの一般ユーザーに拡大することによっ

て継続的な事業の拡大、収益の向上を進めてまいります。

 

（7）経営者の問題意識と今後の方針について

  当社の経営陣は、現在の事業環境及び入手可能な情報に基づき最善の経営戦略を立案し、実行するように努力し

ておりますが、当社の属する携帯電話関連業界は、開発スピードが速く、その開発内容も複雑化しております。また、

提供するサービスについても、一般ユーザーの嗜好や流行の変化を捉え柔軟な事業展開が必要となり、競合他社と

の競争が激化することも予想されます。

  そのような事業環境の中で、当社は、優秀な人材の確保と育成、開発・品質管理体制の強化等をもって、ＭＳＤＢ

やメディアサービスアプリケーションを活用したサービスを、通信事業者を始めとする提供先企業を拡大するとと

もに、サービスのクオリティも向上させるよう努力してまいります。 
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第３【設備の状況】
(1) 主要な設備の状況

 　当第１四半期会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。

 

(2) 設備の新設、除却等の計画

　当第１四半期会計期間において、前事業年度末において計画中であった重要な設備の新設、除却等について、重　　

要な変更はありません。また、新たに確定した重要な設備の新設、拡充、改修、除却、売却等の計画はありません。 
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第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 3,710,000

計 3,710,000

 

②【発行済株式】

種類
第１四半期会計期間末現
在発行数（株）
（平成21年６月30日）

提出日現在発行数（株）
（平成21年７月29日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 1,053,000 1,053,000
 東京証券取引所

（マザーズ） 

 単元株式数

 100株 

計 1,053,000 1,053,000 － －

 

（２）【新株予約権等の状況】

①旧商法第280条ノ19第１項の規定に基づき発行した新株引受権（ストック・オプション）に関する事項は、次の

とおりであります。

第１回新株引受権（平成14年３月22日臨時株主総会決議）

 
第１四半期会計期間末現在
（平成21年６月30日）

新株予約権の数（個） －

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） －

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数（株） 　　8,000（注１、３）

新株予約権の行使時の払込金額（円） 100（注２）

新株予約権の行使期間
自　平成16年３月22日

至　平成24年３月21日

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行価

格及び資本組入額（円）

発行価格　　　100

資本組入額　　100

新株予約権の行使の条件 （注４）

新株予約権の譲渡に関する事項 （注５）

代用払込みに関する事項 －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 －

（注）１．新株引受権発行日以降、当社普通株式につき株式分割（当社普通株式の株式無償割当てを含む。以下、株式分

割の記載に同じ。）または株式併合を行う場合、次の算式により付与株式数を調整し、調整による１株未満の

端数は切り捨てるものとします。

　　　　　調整後付与株式数＝調整前付与株式数×分割・併合の比率

　　　　　また、上記のほか、新株引受権発行日後、付与株式数の調整を必要とするやむを得ない事由が生じた場合、合理的な

範囲で適切に付与株式数を調整するものとします。

２．新株引受権発行日以降、下記の事由が生じた場合は、行使価格を調整します。

(1)当社が、株式分割または株式併合を行う場合、次の算式により行使価額を調整し、１円未満の端数は切り上げ

るものとします。

調整後行使価額 ＝ 調整前行使価額 ×
１

分割・併合の比率

(2)当社が、新株引受権の行使時の払込価額を下回る払込価額で新株の発行または自己株式の処分をするときは、

次の算式により新株引受権の行使時の払込価額を調整し、調整により生ずる１円未満の端数は切り上げるもの

とします。
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調整後

行使価額
＝

既発行株式数 ×
調整前

行使価額
＋
新規発行

株式数
×
１株当たり

払込金額

既発行株式数＋新規発行株式数

上記算式において、「既発行株式数」とは、発行済株式総数から当社が保有する自己株式数を控除した数とし、

自己株式の処分を行う場合には、「新規発行」を「自己株式の処分」、「１株当たり払込金額」を「１株当た

り処分金額」と読み替えるものとします。

(3)当社が、他社と吸収合併もしくは新設合併を行い、本新株引受権が継承される場合、または当社が新設合　　併

もしくは吸収合併を行う場合、その他これらの場合に準じて行使価額の調整を必要とする場合には、当社は合

理的な範囲で適切に行使価額の調整を行います。

３．新株引受権の目的となる株式の数は、臨時株主総会決議における新株発行予定数から、退職により権利を喪失

した者の新株引受権の数を減じております。

４．新株引受権の行使の条件に関する事項は次のとおりであります。

(1)新株引受権者は、権利行使時においても、当社または当社子会社の取締役、監査役または従業員いずれかの

地位にあること、あるいは当社と顧問契約を締結していることを要します。ただし、新株引受権者の任期満了

による退任等または定年退職等後の権利行使につき正当な理由がある場合はこの限りではありません。

(2)新株引受権者が死亡した場合、新株引受権者の相続人は本新株引受権を行使することができます。

(3)本新株引受権は、上記の新株引受権の行使期間中において、当社の株式が東京証券取引所またはその他の株

式市場（国内外問わず）に上場した日より１年経過したときより行使できるものとします。

(4)新株引受権者は、以下の区分に従って、各割当数の一部または全部を行使することができます。なお、以下の

計算の結果、行使可能な新株引受権が整数でない場合は、整数に切り上げた数とします。

①当社株式上場日より１年間経過した日より１年間は、割当数の20％まで、新株引受権を行使することができ

る。

②当社株式上場日より２年間経過した日より行使期間の終了日までは、割当数の100％まで、新株引受権を行

使することができる。

(5)その他の条件は、当社と新株引受権者との間で締結する新株引受権割当契約に定めるところによります。

　

５．新株引受権の譲渡、担保権の設定をすることができません。
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②旧商法第280条ノ20及び旧商法第280条ノ21の規定に基づき発行した新株予約権は、次のとおりであります。

　　第１回新株予約権（平成18年３月24日臨時株主総会決議）

 
第１四半期会計期間末現在
（平成21年６月30日）

新株予約権の数（個）  170

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） －

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数（株） 　　85,000（注１、３）

新株予約権の行使時の払込金額（円） 　160（注２）

新株予約権の行使期間
自　平成20年４月１日

至　平成28年２月28日

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行価

格及び資本組入額（円）

発行価格　　　160

資本組入額　　160

新株予約権の行使の条件 （注４）

新株予約権の譲渡に関する事項 （注５）

代用払込みに関する事項 －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 －

（注）１．新株予約権発行日以降、当社普通株式につき株式分割（当社普通株式の株式無償割当てを含む。以下、株式分

割の記載に同じ。）または株式併合を行う場合、次の算式により付与株式数を調整し、調整による１株未満の

端数は切り捨てるものとします。

調整後付与株式数＝調整前付与株式数×分割・併合の比率

　　　　　また、上記のほか、新株予約権発行日後、付与株式数の調整を必要とするやむを得ない事由が生じた場合、合理的な

範囲で適切に付与株式数を調整します。

２．新株予約権発行日以降、下記の事由が生じた場合は、行使価格を調整します。

(1)当社が、株式分割または株式併合を行う場合、次の算式により行使価額を調整し、１円未満の端数は切り上

げるものとします。

調整後行使価額 ＝ 調整前行使価額 ×
１

分割・併合の比率

(2)当社が、新株予約権の行使時の払込価額を下回る払込価額で新株の発行または自己株式の処分をするとき

は、次の算式により新株予約権の行使時の払込価額を調整し、調整により生ずる１円未満の端数は切り上げ

るものとします。

調整後

行使価額
＝

既発行株式数 ×
調整前

行使価額
＋
新規発行

株式数
×
１株当たり

払込金額

既発行株式数＋新規発行株式数

上記算式において、「既発行株式数」とは、発行済株式総数から当社が保有する自己株式数を控除した数と

し、自己株式の処分を行う場合には、「新規発行」を「自己株式の処分」、「１株当たり払込金額」を「１株

当たり処分金額」と読み替えるものとします。

　　　　(3)当社が、他社と吸収合併もしくは新設合併を行い、本新株予約権が継承される場合、または当社が新設合併もし

くは吸収合併を行う場合、その他これらの場合に準じて行使価額の調整を必要とする場合には、当社は合理

的な範囲で適切に行使価額の調整を行います。

 ３．新株予約権の目的となる株式の数は、臨時株主総会決議における新株発行予定数から、退職により権利を喪

失した者の新株予約権の数を減じております。　　

 ４．新株予約権の行使の条件に関する事項は次のとおりであります。

(1)新株予約権者は、権利行使時においても、当社または当社子会社の取締役、監査役または従業員いずれかの

地位にあること、あるいは当社と顧問契約を締結していることを要します。ただし、新株予約権者の任期満了

による退任等または定年退職等後の権利行使につき正当な理由がある場合はこの限りではありません。

(2)新株予約権者が死亡した場合、新株予約権者の相続人は本新株予約権を行使することができます。

(3)本新株予約権は、上記の新株予約権の行使期間中において、当社の株式が東京証券取引所またはその他の株

式市場（国内外問わず）に上場した日より１年経過したときより行使できるものとします。
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(4)新株予約権者は、以下の区分に従って、各割当数の一部または全部を行使することができます。なお、以下の

計算の結果、行使可能な新株予約権が整数でない場合は、整数に切り上げた数とします。

　　　①当社株式上場日より１年間経過した日より１年間は、割当数の50％まで、新株予約権を行使することができ

る。

　　　②当社株式上場日より２年間経過した日より１年間は、割当数の75％まで、新株予約権を行使することができ

る。

　　　③当社株式上場日より３年間経過した日より１年間は、割当数の100％まで、新株予約権を行使することができ

る。

(5)その他の条件は、当社と新株予約権者との間で締結する新株予約権割当契約に定めるところによります。

 ５．新株予約権の譲渡、担保権の設定をすることができません。

③会社法第236条、第238条及び第239条の規定に基づき発行した新株予約権は、次のとおりであります。

　　第３回新株予約権（平成19年３月12日臨時株主総会決議）

 
第１四半期会計期間末現在
（平成21年６月30日）

新株予約権の数（個） 55

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） －

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数（株） 　27,500（注１、３）

新株予約権の行使時の払込金額（円） 1,000（注２）

新株予約権の行使期間
自　平成21年４月１日

至　平成29年２月21日

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行価

格及び資本組入額（円）

発行価格　　1,000

資本組入額　　500

新株予約権の行使の条件 （注４）

新株予約権の譲渡に関する事項 （注５）

代用払込みに関する事項 －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 （注６）

（注）１．新株予約権発行日以降、当社普通株式につき株式分割（当社普通株式の株式無償割当てを含む。以下、株式分

割の記載に同じ。）または株式併合を行う場合、次の算式により付与株式数を調整し、調整による１株未満の

端数は切り捨てるものとします。

　　　　　調整後付与株式数＝調整前付与株式数×分割・併合の比率

　　　　　また、上記のほか、新株予約権発行日後、付与株式数の調整を必要とするやむを得ない事由が生じた場合、合理的な

範囲で適切に付与株式数を調整するものとします。

２．新株予約権発行日以降、下記の事由が生じた場合は、行使価格を調整します。

(1)当社が、株式分割または株式併合を行う場合、次の算式により行使価額を調整し、１円未満の端数は切り上

げるものとします。
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調整後行使価額 ＝ 調整前行使価額 ×
１

分割・併合の比率

(2)当社が、新株予約権の行使時の払込価額を下回る払込価額で新株の発行または自己株式の処分をすると   

きは、次の算式により新株予約権の行使時の払込価額を調整し、調整により生ずる１円未満の端数は切り上

げるものとします。

    
既発行株式数 ＋

新規発行株式数 ×
１株当たり

払込金額

調整後

行使価額
＝
調整前

行使価額
×

１株当たり時価

既発行株式数＋新規発行株式数

上記算式において、「既発行株式数」とは、発行済株式総数から当社が保有する自己株式数を控除した数と

し、自己株式の処分を行う場合には、「新規発行」を「自己株式の処分」、「１株当たり払込金額」を「１株

当たり処分金額」と読み替えるものとします。

(3)当社が、他社と吸収合併もしくは新設合併を行い、本新株予約権が継承される場合、または当社が新設合併

もしくは吸収合併を行う場合、その他これらの場合に準じて行使価額の調整を必要とする場合には、当社は

合理的な範囲で適切に行使価額の調整を行います。

３．新株予約権の目的となる株式の数は、臨時株主総会決議における新株発行予定数から、退職により権利を喪失

した者の新株予約権の数を減じております。

４．新株予約権の行使の条件に関する事項は次のとおりであります。

(1)新株予約権者は、権利行使時においても、当社または当社子会社の取締役、監査役または従業員いずれかの

地位にあること、あるいは当社と顧問契約を締結していることを要します。ただし、新株予約権者の任期満了

による退任等または定年退職等後の権利行使につき正当な理由がある場合はこの限りではありません。

(2)新株予約権者が死亡した場合、新株予約権者の相続人は本新株予約権を行使することができます。

(3)本新株予約権は、上記の新株予約権の行使期間中において、当社の株式が東京証券取引所またはその他の株

式市場（国内外問わず）に上場した日より１年経過したときより行使できるものとします。

(4)新株予約権者は、以下の区分に従って、各割当数の一部または全部を行使することができます。なお、以下の

計算の結果、行使可能な新株予約権が整数でない場合は、整数に切り上げた数とします。

　　　①当社株式上場日より１年間経過した日より１年間は、割当数の20％まで、新株予約権を行使することができ

る。

　　　②当社株式上場日より２年間経過した日より１年間は、割当数の40％まで、新株予約権を行使することができ

る。

　　　③当社株式上場日より３年間経過した日より１年間は、割当数の60％まで、新株予約権を行使することができ

る。

④当社株式上場日より４年間経過した日より１年間は、割当数の80％まで、新株予約権を行使することがで

きる。

⑤当社株式上場日より５年間経過した日より１年間は、割当数の100％まで、新株予約権を行使することがで

きる。

(5)その他の条件は、当社と新株予約権者との間で締結する新株予約権割当契約に定めるところによります。

５．新株予約権の譲渡、担保権の設定をすることができません。

６．当社が合併（当社が合併により消滅する場合に限る）、吸収分割、新設分割、株式交換または株式移転（以上

を総称して、以下「組織再編成行為」という。）をする場合において、組織再編成行為の効力発生の時点におい

て残存する新株予約権（以下「残存新株予約権」という。）の新株予約権者に対し、それぞれの場合につき、会

社法第236条第１項第８号イからホまでに掲げる会社（以下「再編成対象会社」という。）の新株予約権を以下

の条件に基づきそれぞれ交付することとします。この場合においては、残存新株予約権は消滅し、再編成対象会

社は新株予約権を新たに発行するものとします。但し、以下の条件に沿って再編成対象会社の新株予約権を交付

する旨を、吸収合併契約、新設合併契約、吸収分割契約、新設分割計画、株式交換契約または株式移転計画におい

て定めた場合に限るものとします。

　　①交付する再編成対象会社の新株予約権の数

　　　残存新株予約権の新株予約権者が保有する新株予約権と同一の数をそれぞれ交付するものとします。

　　②新株予約権の目的である再編成対象会社の株式の種類

　　　再編成対象会社の普通株式とします。
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　　③新株予約権の目的である再編成対象会社の株式の数

　　　組織再編成行為の条件等を勘案の上、決定します。

　　④新株予約権の行使に際して出資される財産の価額

　　　交付される新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、組織再編成行為の条件等を勘案の上、調整した

再編成後の払込金額に新株予約権の目的である株式の数を乗じて得られる金額とします。

　　⑤新株予約権を行使することができる期間

　　　当初権利行使期間の開始日と組織再編成行為の効力発生日のうちいずれか遅い日から、当初権利行使期間の満

了日までとします。

　　⑥新株予約権の行使の条件

　　　上記４．に準じて決定します。

　　⑦譲渡による新株予約権の取得の制限

　　　譲渡による新株予約権の取得については、再編成対象会社の承認を要するものとします。

　　⑧再編成対象会社による新株予約権の取得事由及び取得の条件

　　　イ．当社は、新株予約権者またはその相続人が新株予約権の行使の条件に該当しなくなった場合は、当該新株予

約権を無償で取得するものとします。

　　　ロ．当社は、当社取締役会が取得する日を定めたときは、当該日が到来することをもって、当該新株予約権を無

償で取得することができます。

　　第４回新株予約権（平成20年３月31日臨時株主総会決議）

 
第１四半期会計期間末現在
（平成21年６月30日）

新株予約権の数（個）  71

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） －

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数（株） 　　35,500（注１、３）

新株予約権の行使時の払込金額（円） 1,740（注２）

新株予約権の行使期間
自　平成22年４月１日

至　平成30年３月31日

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行価

格及び資本組入額（円）

発行価格　　1,740

資本組入額　　870

新株予約権の行使の条件 （注４）

新株予約権の譲渡に関する事項 （注５）

代用払込みに関する事項 －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 （注６）

（注）１．新株予約権発行日以降、当社普通株式につき株式分割（当社普通株式の株式無償割当てを含む。以下、株式分

割の記載に同じ。）または株式併合を行う場合、次の算式により付与株式数を調整し、調整による１株未満の

端数は切り捨てるものとします。

　　　　調整後付与株式数＝調整前付与株式数×分割・併合の比率

　　　　また、上記のほか、新株予約権発行日後、付与株式数の調整を必要とするやむを得ない事由が生じた場合、合理的

な範囲で適切に付与株式数を調整するものとします。

２．新株予約権発行日以降、下記の事由が生じた場合は、行使価格を調整します。

(1)当社が、株式分割または株式併合を行う場合、次の算式により行使価額を調整し、１円未満の端数は切り上

げるものとします。
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調整後行使価額 ＝ 調整前行使価額 ×
１

分割・併合の比率

(2)当社が、新株予約権の行使時の払込価額を下回る払込価額で新株の発行または自己株式の処分をするとき

は、次の算式により新株予約権の行使時の払込価額を調整し、調整により生ずる１円未満の端数は切り上げ

るものとします。　

    
既発行株式数 ＋

新規発行株式数 ×
１株当たり

払込金額

調整後

行使価額
＝
調整前

行使価額
×

１株当たり時価

既発行株式数＋新規発行株式数

上記算式において、「既発行株式数」とは、発行済株式総数から当社が保有する自己株式数を控除した数と

し、自己株式の処分を行う場合には、「新規発行」を「自己株式の処分」、「１株当たり払込金額」を「１株

当たり処分金額」と読み替えるものとします。

(3)当社が、他社と吸収合併もしくは新設合併を行い、本新株予約権が継承される場合、または当社が新設合併

もしくは吸収合併を行う場合、その他これらの場合に準じて行使価額の調整を必要とする場合には、当社は

合理的な範囲で適切に行使価額の調整を行います。

３．新株予約権の目的となる株式の数は、臨時株主総会決議における新株発行予定数から、退職により権利を喪失

した者の新株予約権の数を減じております。

４．新株予約権の行使の条件に関する事項は次のとおりであります。

(1)新株予約権者は、権利行使時においても、当社または当社子会社の取締役、監査役または従業員いずれかの

地位にあること、あるいは当社と顧問契約を締結していることを要します。ただし、新株予約権者の任期満了

による退任等または定年退職等後の権利行使につき正当な理由がある場合はこの限りではありません。

(2)新株予約権者が死亡した場合、新株予約権者の相続人は本新株予約権を行使することができます。

(3)本新株予約権は、上記の新株予約権の行使期間中において、当社の株式が東京証券取引所またはその他の株

式市場（国内外問わず）に上場した日より１年経過したときより行使できるものとします。

(4)新株予約権者は、以下の区分に従って、各割当数の一部または全部を行使することができます。なお、以下の

計算の結果、行使可能な新株予約権が整数でない場合は、整数に切り上げた数とします。

　　　　　①当社株式上場日より１年間経過した日より１年間は、割当数の20％まで、新株予約権を行使することができ

る。

　　　　　②当社株式上場日より２年間経過した日より１年間は、割当数の40％まで、新株予約権を行使することができ

る。

　　　　　③当社株式上場日より３年間経過した日より１年間は、割当数の60％まで、新株予約権を行使することができ

る。

④当社株式上場日より４年間経過した日より１年間は、割当数の80％まで、新株予約権を行使することが

できる。

⑤当社株式上場日より５年間経過した日より１年間は、割当数の100％まで、新株予約権を行使することが

できる。

(5)その他の条件は、当社と新株予約権者との間で締結する新株予約権割当契約に定めるところによります。

５．新株予約権の譲渡、担保権の設定をすることができません。

６．当社が合併（当社が合併により消滅する場合に限る）、吸収分割、新設分割、株式交換または株式移転（以上

を総称して、以下「組織再編成行為」という。）をする場合において、組織再編成行為の効力発生の時点におい

て残存する新株予約権（以下「残存新株予約権」という。）の新株予約権者に対し、それぞれの場合につき、会

社法第236条第１項第８号イからホまでに掲げる会社（以下「再編成対象会社」という。）の新株予約権を以下

の条件に基づきそれぞれ交付することとします。この場合においては、残存新株予約権は消滅し、再編成対象会

社は新株予約権を新たに発行するものとします。但し、以下の条件に沿って再編成対象会社の新株予約権を交付

する旨を、吸収合併契約、新設合併契約、吸収分割契約、新設分割計画、株式交換契約または株式移転計画におい

て定めた場合に限るものとします。

　　①交付する再編成対象会社の新株予約権の数

　　　残存新株予約権の新株予約権者が保有する新株予約権と同一の数をそれぞれ交付するものとします。

　　②新株予約権の目的である再編成対象会社の株式の種類

　　　再編成対象会社の普通株式とします。
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　　③新株予約権の目的である再編成対象会社の株式の数

　　　組織再編成行為の条件等を勘案の上、決定します。

　　④新株予約権の行使に際して出資される財産の価額

　　　交付される新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、組織再編成行為の条件等を勘案の上、調整した

再編成後の払込金額に新株予約権の目的である株式の数を乗じて得られる金額とします。

　　⑤新株予約権を行使することができる期間

　　　当初権利行使期間の開始日と組織再編成行為の効力発生日のうちいずれか遅い日から、当初権利行使期間の満

了日までとします。

　　⑥新株予約権の行使の条件

　　　上記４．に準じて決定します。

　　⑦譲渡による新株予約権の取得の制限

　　　譲渡による新株予約権の取得については、再編成対象会社の承認を要するものとします。

　　⑧再編成対象会社による新株予約権の取得事由及び取得の条件

　　　イ．当社は、新株予約権者またはその相続人が新株予約権の行使の条件に該当しなくなった場合は、当該新株予

約権を無償で取得します。

　　　ロ．当社は、当社取締役会が取得する日を定めたときは、当該日が到来することをもって、当該新株予約権を無

償で取得することができます。

第５回新株予約権（平成20年11月13日臨時株主総会決議）

 
第１四半期会計期間末現在
（平成21年６月30日）

新株予約権の数（個）  33

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） －

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数（株） 　16,500（注１、３）

新株予約権の行使時の払込金額（円） 1,960（注２）

新株予約権の行使期間
自　平成22年11月15日

至　平成30年10月31日

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行価

格及び資本組入額（円）

発行価格　　1,960

資本組入額　　980

新株予約権の行使の条件 （注４）

新株予約権の譲渡に関する事項 （注５）

代用払込みに関する事項 －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 （注６）

（注）１．新株予約権発行日以降、当社普通株式につき株式分割（当社普通株式の株式無償割当てを含む。以下、株式分

割の記載に同じ。）または株式併合を行う場合、次の算式により付与株式数を調整し、調整による１株未満の

端数は切り捨てるものとします。

　　　　調整後付与株式数＝調整前付与株式数×分割・併合の比率

　　　　また、上記のほか、新株予約権発行日後、付与株式数の調整を必要とするやむを得ない事由が生じた場合、合理的

な範囲で適切に付与株式数を調整するものとします。

２．新株予約権発行日以降、下記の事由が生じた場合は、行使価格を調整します。

(1)当社が、株式分割または株式併合を行う場合、次の算式により行使価額を調整し、１円未満の端数は切り上

げるものとします。
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調整後行使価額 ＝ 調整前行使価額 ×
１

分割・併合の比率

(2)当社が、新株予約権の行使時の払込価額を下回る払込価額で新株の発行または自己株式の処分をするとき

は、次の算式により新株予約権の行使時の払込価額を調整し、調整により生ずる１円未満の端数は切り上げ

るものとします。　

    
既発行株式数 ＋

新規発行株式数 ×
１株当たり

払込金額

調整後

行使価額
＝
調整前

行使価額
×

１株当たり時価

既発行株式数＋新規発行株式数

上記算式において、「既発行株式数」とは、発行済株式総数から当社が保有する自己株式数を控除した数と

し、自己株式の処分を行う場合には、「新規発行」を「自己株式の処分」、「１株当たり払込金額」を「１株

当たり処分金額」と読み替えるものとします。

(3)当社が、他社と吸収合併もしくは新設合併を行い、本新株予約権が継承される場合、または当社が新設合併

もしくは吸収合併を行う場合、その他これらの場合に準じて行使価額の調整を必要とする場合には、当社は

合理的な範囲で適切に行使価額の調整を行います。

３．新株予約権の目的となる株式の数は、臨時株主総会決議における新株発行予定数から、退職により権利を喪失

した者の新株予約権の数を減じております。

４．新株予約権の行使の条件に関する事項は次のとおりであります。

(1)新株予約権者は、権利行使時においても、当社または当社子会社の取締役、監査役または従業員いずれかの

地位にあること、あるいは当社と顧問契約を締結していることを要します。ただし、新株予約権者の任期満了

による退任等または定年退職等後の権利行使につき正当な理由がある場合はこの限りではありません。

(2)新株予約権者が死亡した場合、新株予約権者の相続人は本新株予約権を行使することができます。

(3)本新株予約権は、上記の新株予約権の行使期間中において、当社の株式が東京証券取引所またはその他の株

式市場（国内外問わず）に上場した日より１年経過したときより行使できるものとします。

(4)新株予約権者は、以下の区分に従って、各割当数の一部または全部を行使することができます。なお、以下の

計算の結果、行使可能な新株予約権が整数でない場合は、整数に切り上げた数とします。

　　　　　①当社株式上場日より１年間経過した日より１年間は、割当数の20％まで、新株予約権を行使することができ

る。

　　　　　②当社株式上場日より２年間経過した日より１年間は、割当数の40％まで、新株予約権を行使することができ

る。

　　　　　③当社株式上場日より３年間経過した日より１年間は、割当数の60％まで、新株予約権を行使することができ

る。

④当社株式上場日より４年間経過した日より１年間は、割当数の80％まで、新株予約権を行使することが

できる。

⑤当社株式上場日より５年間経過した日より１年間は、割当数の100％まで、新株予約権を行使することが

できる。

(5)その他の条件は、当社と新株予約権者との間で締結する新株予約権割当契約に定めるところによります。

５．新株予約権の譲渡、担保権の設定をすることができません。

６．当社が合併（当社が合併により消滅する場合に限る）、吸収分割、新設分割、株式交換または株式移転（以上

を総称して、以下「組織再編成行為」という。）をする場合において、組織再編成行為の効力発生の時点におい

て残存する新株予約権（以下「残存新株予約権」という。）の新株予約権者に対し、それぞれの場合につき、会

社法第236条第１項第８号イからホまでに掲げる会社（以下「再編成対象会社」という。）の新株予約権を以下

の条件に基づきそれぞれ交付することとします。この場合においては、残存新株予約権は消滅し、再編成対象会

社は新株予約権を新たに発行するものとします。但し、以下の条件に沿って再編成対象会社の新株予約権を交付

する旨を、吸収合併契約、新設合併契約、吸収分割契約、新設分割計画、株式交換契約または株式移転計画におい

て定めた場合に限るものとします。

　　①交付する再編成対象会社の新株予約権の数

　　　残存新株予約権の新株予約権者が保有する新株予約権と同一の数をそれぞれ交付するものとします。

　　②新株予約権の目的である再編成対象会社の株式の種類

　　　再編成対象会社の普通株式とします。
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　　③新株予約権の目的である再編成対象会社の株式の数

　　　組織再編成行為の条件等を勘案の上、決定します。

　　④新株予約権の行使に際して出資される財産の価額

　　　交付される新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、組織再編成行為の条件等を勘案の上、調整した

再編成後の払込金額に新株予約権の目的である株式の数を乗じて得られる金額とします。

　　⑤新株予約権を行使することができる期間

　　　当初権利行使期間の開始日と組織再編成行為の効力発生日のうちいずれか遅い日から、当初権利行使期間の満

了日までとします。

　　⑥新株予約権の行使の条件

　　　上記４．に準じて決定します。

　　⑦譲渡による新株予約権の取得の制限

　　　譲渡による新株予約権の取得については、再編成対象会社の承認を要するものとします。

　　⑧再編成対象会社による新株予約権の取得事由及び取得の条件

　　　イ．当社は、新株予約権者またはその相続人が新株予約権の行使の条件に該当しなくなった場合は、当該新株予

約権を無償で取得します。

　　　ロ．当社は、当社取締役会が取得する日を定めたときは、当該日が到来することをもって、当該新株予約権を無

償で取得することができます。 

第６回新株予約権（平成21年６月22日定時株主総会決議）

 
第１四半期会計期間末現在

（平成21年６月30日）　

新株予約権の数（個） 40

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） －　

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数（株） 4,000（注１）

新株予約権の行使時の払込金額（円） 7,000（注２）

新株予約権の行使期間
自　平成23年７月１日

至　平成31年５月28日

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行価

格及び資本組入額（円）

発行価格　　7,000

資本組入額　3,500

新株予約権の行使の条件 （注３）

新株予約権の譲渡に関する事項 （注４）

代用払込みに関する事項 －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 （注５）

（注）１．新株予約権発行日以降、当社普通株式につき株式分割（当社普通株式の株式無償割当てを含む。以下、株式分

割の記載に同じ。）または株式併合を行う場合、次の算式により付与株式数を調整し、調整による１株未満の

端数は切り捨てるものとします。

　　　　調整後付与株式数＝調整前付与株式数×分割・併合の比率

　　　　また、上記のほか、新株予約権発行日後、付与株式数の調整を必要とするやむを得ない事由が生じた場合、合理的

な範囲で適切に付与株式数を調整するものとします。

２．新株予約権発行日以降、下記の事由が生じた場合は、行使価格を調整します。

(1)当社が、株式分割または株式併合を行う場合、次の算式により行使価額を調整し、１円未満の端数は切り上

げるものとします。

調整後行使価額 ＝ 調整前行使価額 ×
１

分割・併合の比率

(2)当社が、新株予約権の行使時の払込価額を下回る払込価額で新株の発行または自己株式の処分をするとき

は、次の算式により新株予約権の行使時の払込価額を調整し、調整により生ずる１円未満の端数は切り上げ

るものとします。　
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既発行株式数 ＋

新規発行株式数 ×
１株当たり

払込金額

調整後

行使価額
＝
調整前

行使価額
×

１株当たり時価

既発行株式数＋新規発行株式数

上記算式において、「既発行株式数」とは、発行済株式総数から当社が保有する自己株式数を控除した数と

し、自己株式の処分を行う場合には、「新規発行」を「自己株式の処分」、「１株当たり払込金額」を「１株

当たり処分金額」と読み替えるものとします。

(3)当社が、他社と吸収合併もしくは新設合併を行い、本新株予約権が継承される場合、または当社が新設合併

もしくは吸収合併を行う場合、その他これらの場合に準じて行使価額の調整を必要とする場合には、当社は

合理的な範囲で適切に行使価額の調整を行います。

３．新株予約権の行使の条件に関する事項は次のとおりであります。

(1)新株予約権者は、権利行使時においても、当社または当社子会社の取締役、監査役または従業員いずれかの

地位にあること、あるいは当社と顧問契約を締結していることを要します。ただし、新株予約権者の任期満了

による退任等または定年退職等後の権利行使につき正当な理由がある場合はこの限りではありません。

(2)新株予約権者が死亡した場合、新株予約権者の相続人は本新株予約権を行使することができます。

(3)新株予約権者は、以下の区分に従って、各割当数の一部または全部を行使することができます。なお、以下の

計算の結果、行使可能な新株予約権が整数でない場合は、整数に切り上げた数とします。

　　　割当日から２年間経過以降（３年目）　 20％

　　　割当日から３年間経過以降（４年目）　 40％

　　　割当日から４年間経過以降（５年目）　 60％

　　　割当日から５年間経過以降（６年目）　 80％

　　　　　　　　割当日から６年間経過以降（７年目）　100％

 

４．新株予約権の譲渡、担保権の設定をすることができません。

５．当社が合併（当社が合併により消滅する場合に限る）、吸収分割、新設分割、株式交換または株式移転（以上

を総称して、以下「組織再編成行為」という。）をする場合において、組織再編成行為の効力発生の時点におい

て残存する新株予約権（以下「残存新株予約権」という。）の新株予約権者に対し、それぞれの場合につき、会

社法第236条第１項第８号イからホまでに掲げる会社（以下「再編成対象会社」という。）の新株予約権を以下

の条件に基づきそれぞれ交付することとします。この場合においては、残存新株予約権は消滅し、再編成対象会

社は新株予約権を新たに発行するものとします。但し、以下の条件に沿って再編成対象会社の新株予約権を交付

する旨を、吸収合併契約、新設合併契約、吸収分割契約、新設分割計画、株式交換契約または株式移転計画におい

て定めた場合に限るものとします。

　　①交付する再編成対象会社の新株予約権の数

　　　残存新株予約権の新株予約権者が保有する新株予約権と同一の数をそれぞれ交付するものとします。

　　②新株予約権の目的である再編成対象会社の株式の種類

　　　再編成対象会社の普通株式とします。

　　③新株予約権の目的である再編成対象会社の株式の数

　　　組織再編成行為の条件等を勘案の上、決定します。
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　　④新株予約権の行使に際して出資される財産の価額

　　　交付される新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、組織再編成行為の条件等を勘案の上、調整した

再編成後の払込金額に新株予約権の目的である株式の数を乗じて得られる金額とします。

　　⑤新株予約権を行使することができる期間

　　　当初権利行使期間の開始日と組織再編成行為の効力発生日のうちいずれか遅い日から、当初権利行使期間の満

了日までとします。

　　⑥新株予約権の行使の条件

　　　上記３．に準じて決定します。

　　⑦譲渡による新株予約権の取得の制限

　　　譲渡による新株予約権の取得については、再編成対象会社の承認を要するものとします。

　　⑧再編成対象会社による新株予約権の取得事由及び取得の条件

　　　イ．当社は、新株予約権者またはその相続人が新株予約権の行使の条件に該当しなくなった場合は、当該新株予

約権を無償で取得します。

　　　ロ．当社は、当社取締役会が取得する日を定めたときは、当該日が到来することをもって、当該新株予約権を無

償で取得することができます。

（３）【ライツプランの内容】

該当事項はありません。 

 

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数
（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額
（千円）

資本準備金残
高（千円）

 平成21年４月１日

　　　（注１） 
100,0001,027,500202,400327,100202,400239,900

 平成21年５月１日

 　　 （注２）
25,5001,053,00051,612 378,712 51,612 291,512

　（注）１．有償一般募集（ブックビルディング方式による募集増資）によるものであります。

　　　　　　　発行価格　　　   　4,400円

　　　　　　　引受価額　　　     4,048円

　　　　　　　資本組入額　　     2,024円 

              払込金総額　　 　404,800千円 

　      ２．有償第三者割当（オーバーアロットメントによる売出しに関連した第三者割当増資）によるものでありま

す。

　　　　　　　割当価格　　     　4,048円

　　　　　　　資本組入額　  　   2,024円 

  　　　　　　割当先　　　　  野村證券株式会社  

 

（５）【大株主の状況】

大量保有報告書等の写しの送付等がなく、当第１四半期会計期間において、大株主の異動は把握しておりません。
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（６）【議決権の状況】

当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記載

することができないことから、直前の基準日（平成21年３月31日）に基づく株主名簿による記載をしております。 

 

①【発行済株式】

 平成21年６月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） － － －

完全議決権株式（その他） 普通株式　927,500 　9,275 －

単元未満株式 － － －

発行済株式総数  927,500 － －

総株主の議決権 －  9,275 －

 

②【自己株式等】

 平成21年６月30日現在

所有者の氏名又
は名称

所有者の住所
自己名義所有株
式数（株）

他人名義所有株
式数（株）

所有株式数の合
計（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

－ － － － － －

計 － － － － －

  

２【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

月別 平成21年４月 　５月 　６月

最高（円） 8,070 6,600 7,440

最低（円） 4,750 4,760 5,610

　（注）最高・最低株価は、東京証券取引所マザーズ市場におけるものであります。 　

　

３【役員の状況】

　前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当四半期報告書の提出日までにおいて、役員の異動はありません。 
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第５【経理の状況】

１．四半期財務諸表の作成方法について

　当社の四半期財務諸表は、「四半期財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令第63

号。以下「四半期財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。

　　

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、当第１四半期会計期間（平成21年４月１日から平成21

年６月30日まで）及び当第１四半期累計期間（平成21年４月１日から平成21年６月30日まで）に係る四半期財務諸

表について、有限責任監査法人トーマツによる四半期レビューを受けております。

　 

３．四半期連結財務諸表について

  当社は子会社がありませんので、四半期連結財務諸表を作成しておりません。 
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１【四半期財務諸表】
（１）【四半期貸借対照表】

（単位：千円）

当第１四半期会計期間末
(平成21年６月30日)

前事業年度末に係る
要約貸借対照表

(平成21年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 697,556 309,720

売掛金 579,140 434,148

仕掛品 78,148 131,524

その他 31,416 59,837

貸倒引当金 △7,404 △7,248

流動資産合計 1,378,857 927,981

固定資産

有形固定資産 ※
 8,147

※
 8,172

無形固定資産 118,412 95,845

投資その他の資産 108,857 109,807

固定資産合計 235,416 213,825

資産合計 1,614,274 1,141,807

負債の部

流動負債

買掛金 153,639 180,855

未払金 59,418 64,939

未払法人税等 39,222 99,658

賞与引当金 20,447 47,239

役員賞与引当金 2,100 18,028

その他 63,724 40,327

流動負債合計 338,552 451,048

固定負債

退職給付引当金 22,271 20,537

固定負債合計 22,271 20,537

負債合計 360,823 471,586

純資産の部

株主資本

資本金 378,712 124,700

資本剰余金 291,512 37,500

利益剰余金 583,219 508,020

株主資本合計 1,253,443 670,220

新株予約権 7 －

純資産合計 1,253,450 670,220

負債純資産合計 1,614,274 1,141,807
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（２）【四半期損益計算書】
【第１四半期累計期間】

（単位：千円）

当第１四半期累計期間
(自　平成21年４月１日
　至　平成21年６月30日)

売上高 720,589

売上原価 439,955

売上総利益 280,633

販売費及び一般管理費 ※
 150,341

営業利益 130,292

経常利益 130,292

税引前四半期純利益 130,292

法人税、住民税及び事業税 37,346

法人税等調整額 17,747

法人税等合計 55,093

四半期純利益 75,198
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（３）【四半期キャッシュ・フロー計算書】
（単位：千円）

当第１四半期累計期間
(自　平成21年４月１日
　至　平成21年６月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税引前四半期純利益 130,292

減価償却費 16,419

株式報酬費用 7

貸倒引当金の増減額（△は減少） 155

賞与引当金の増減額（△は減少） △26,792

役員賞与引当金の増減額（△は減少） △15,928

退職給付引当金の増減額（△は減少） 1,733

売上債権の増減額（△は増加） △144,992

たな卸資産の増減額（△は増加） 53,376

仕入債務の増減額（△は減少） △33,215

未払金の増減額（△は減少） △5,699

その他 37,171

小計 12,528

法人税等の支払額 △96,412

営業活動によるキャッシュ・フロー △83,883

投資活動によるキャッシュ・フロー

無形固定資産の取得による支出 △32,226

投資活動によるキャッシュ・フロー △32,226

財務活動によるキャッシュ・フロー

株式の発行による収入 503,946

財務活動によるキャッシュ・フロー 503,946

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 387,836

現金及び現金同等物の期首残高 309,720

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※
 697,556
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【簡便な会計処理】

　　　当第１四半期会計期間（自　平成21年４月１日　至　平成21年６月30日）

１．固定資産の減価償却費の算定方法

　　　   定率法を採用している資産については、事業年度に係る減価償却費の額を期間按分して算定する方法によって

       おります。 

　

２．法人税等調整額並びに繰延税金資産及び繰延税金負債の算定方法

　  　　 繰延税金資産の回収可能性の判断に関しては、前事業年度末以降に経営環境等、かつ、一時差異等の発生状況

       に著しい変化がないと認められるので、前事業年度において使用した将来の業績予測やタックス・プランニング

       を利用する方法によっております。 

 

【注記事項】

（四半期貸借対照表関係）
 

当第１四半期会計期間末

（平成21年６月30日）

前事業年度末

（平成21年３月31日）

※ 有形固定資産の減価償却累計額は、25,152千円であり

 　ます。

※ 有形固定資産の減価償却累計額は、24,392千円であり

　 ます。

（四半期損益計算書関係）

当第１四半期累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年６月30日）

※ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次

 のとおりであります。

役員報酬　　　　　　　15,768千円

賃金給料及び諸手当　  28,270

支払手数料　　　　　　21,203

回収代行手数料　　　  22,411　

広告宣伝費　　　　　　13,161

賞与引当金繰入額　　 　7,225

役員賞与引当金繰入額　 2,100

退職給付費用　　　　　 1,017　

貸倒引当金繰入額　　　 2,626

研究開発費　　　       4,831 

 　

（四半期キャッシュ・フロー計算書関係）

当第１四半期累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年６月30日）

※ 現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期貸借対

照表に掲記されている科目の金額との関係

（平成21年６月30日現在）

　 現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期貸借対　

 照表の現金及び預金勘定の金額は一致しております。
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（株主資本等関係）

当第１四半期会計期間末（平成21年６月30日）及び当第１四半期累計期間（自　平成21年４月１日　至　平成21年

６月30日） 

　１．発行済株式の種類及び総数

　　普通株式　　　1,053,000株 

 

　２．自己株式の種類及び株式数

　　該当事項はありません。 

 

　３．新株予約権等に関する事項

　　ストック・オプションとしての新株予約権

　　新株予約権の四半期会計期間末残高　　７千円　 

 

　４．配当に関する事項

　　該当事項はありません。

　

　５．株主資本の金額の著しい変動

　　当社は、平成21年４月２日に東京証券取引所マザーズに上場し、上場に当たり、平成21年４月１日に公募増資

による払込を受けました。この結果、当第１四半期会計期間において資本金が202,400千円、資本準備金が

202,400千円増加しました。また、平成21年５月１日付で、野村證券株式会社からの第三者割当増資の払込を

受け、資本金が51,612千円、資本準備金が51,612千円増加し、当第１四半期会計期間末において資本金が

378,712千円、資本準備金が291,512千円となっております。　

　

（有価証券関係）

  当第１四半期会計期間末（平成21年６月30日）

    該当事項はありません。　

　

（デリバティブ取引関係）

  当第１四半期会計期間末（平成21年６月30日）　

    当社は、デリバティブ取引を全く行っておりませんので、該当事項はありません。

　

（持分法損益等）

　　　  当第１四半期会計期間（自　平成21年４月１日　至　平成21年６月30日）

　　　    当社は、関連会社を有しておりませんので、該当事項はありません。

 

（ストック・オプション等関係）

　　  　当第１四半期会計期間（自　平成21年４月１日　至　平成21年６月30日）

　　      １．ストック・オプションに係る当第１四半期会計期間における費用計上額及び科目名

　　　　      販売費及び一般管理費　　　　７千円
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　　      ２．当第１四半期会計期間に付与したストック・オプションの内容

 　　　　　　　　　第６回新株予約権

付与対象者の区分及び人数 当社従業員19名　

株式の種類別のストック・オプションの付与数 普通株式　4,000株

付与日 平成21年６月30日

権利確定条件

　付与日（平成21年６月30日）から権利確定日（平成23年６月

30日）まで継続して勤務していること。また、権利行使時におい

ても、当社または当社子会社の取締役、監査役または従業員いず

れかの地位にあること、あるいは当社と顧問契約を締結してい

ること。

対象勤務期間 　　自　平成21年６月30日　至　平成23年６月30日

新株予約権の行使期間 　　自　平成23年７月１日　至　平成31年５月28日

権利行使価格（円）  7,000

  付与日における公正な評価単価（円） 　　　　　　　　　　    1,696

　

（企業結合等関係）

　　　  当第１四半期会計期間（自　平成21年４月１日　至　平成21年６月30日）

　　　    該当事項はありません。

　

（１株当たり情報）

１．１株当たり純資産額

当第１四半期会計期間末
（平成21年６月30日）

前事業年度末
（平成21年３月31日）

１株当たり純資産額 1,190.35円
 

１株当たり純資産額 722.61円
 

 

２．１株当たり四半期純利益金額等
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当第１四半期累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年６月30日）

１株当たり四半期純利益金額 72.14円

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額 63.03円
 

　　（注）１株当たり四半期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおり

であります。

 
当第１四半期累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年６月30日）

１株当たり四半期純利益金額     

四半期純利益（千円） 75,198

普通株主に帰属しない金額（千円） －

普通株式に係る四半期純利益（千円） 75,198

期中平均株式数（株） 1,042,339

     

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額     

四半期純利益調整額（千円） －

普通株式増加数（株） 150,785

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当たり四半期

純利益金額の算定に含めなかった潜在株式で、前事業年度末か

ら重要な変動があったものの概要

　当第１四半期会計期間に発行しました第６回新株予

約権（新株予約権の目的となる株式の数4,000株）に

ついては、当第１四半期会計期間においては希薄化効

果を有しないため、潜在株式調整後１株当たり四半期

純利益の算定に含めておりません。

　なお、新株予約権の概要は、「第４提出会社の状況、１

株式等の状況、(2)新株予約権等の状況」に記載のとお

りであります。　

 

（重要な後発事象）

当第１四半期会計期間（自　平成21年４月１日　至　平成21年６月30日）

該当事項はありません。  　

     　

（リース取引関係）

当第１四半期会計期間（自　平成21年４月１日　至　平成21年６月30日）

該当事項はありません。 　

　　

２【その他】

　該当事項はありません。 
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　

該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

 

平成21年７月23日

株式会社ソケッツ

取締役会　御中
 

有限責任監査法人トーマツ

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 猪瀬　忠彦　　印

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 佐々田　博信　　印

 

 

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社ソケッツの

平成21年４月１日から平成22年３月31日までの第10期事業年度の第１四半期会計期間（平成21年４月１日から平成21年６

月30日まで）及び第１四半期累計期間（平成21年４月１日から平成21年６月30日まで）に係る四半期財務諸表、すなわち、

四半期貸借対照表、四半期損益計算書及び四半期キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期

財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期財務諸表に対する結論を表明することに

ある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析的手続

その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実

施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる

四半期財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社ソケッツの平成21年６月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了す

る第１四半期累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重

要な点において認められなかった。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上

　

　（注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

　　　　２．四半期財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。 
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